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は じ め に

国における第３期教育振興基本計画（計画期間２０１８～２０２２年度）の中で、『教育の普

遍的な使命として、改正教育基本法に規定する教育の目的である｢人格の完成｣「平和で民主的な

国家及び社会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成」と教育の目標を

達成すべく、「教育立国」の実現に向け更なる取組が必要』と述べられています。

また、２０３０年以降の社会を展望した教育施策の重点事項として、個人と社会の目指すべき

姿が、次の二点から求められています。

（個人） 自立した人間として、主体的に判断し多様な人々と協働しながら、新たな価値を創造

する人材の育成。

（社会） 一人一人が活躍し、豊かで安心して暮らせる社会の実現、社会（地域・国・世界）の

持続的な成長・発展。

このような中、新学習指導要領が、小学校は平成３２年度、中学校は平成３３年度より全面実

施されます。未来の創り手となるために必要な資質・能力を「生きる力」と捉えて、主体的・対

話的で深い学びの視点からの学習過程の改善を行い、「何を学ぶか」「どのように学ぶか」「何

ができるようになるか」等について、授業等で具現化していく必要があります。

県では、平成２９年３月に策定した福岡県総合計画の教育分野を、福岡県教育振興基本計画と

して教育の基本目標を定めるとともに、特に「鍛ほめ福岡メソッド」を展開しています。

本市では、「うきは市ルネッサンス戦略」、「第２次うきは市総合計画・前期基本計画」、「第

２次うきは市人権教育・啓発基本計画」、「第２次うきは市男女共同参画基本計画」が教育分野

も含み計画されるとともに、平成２８年３月に「うきは市教育大綱」を教育振興の指針として策

定しています。このような状況を踏まえ、従前の計画を改定し、平成３１年度～平成３３年度を

期間とする「うきは市教育振興基本計画」を策定しました。この中では、教育振興基本計画の内

容、主要施策と主な取組・事業、数値指標等を記載しており、平成３１年度は、この教育振興基

本計画の下に各教育施策を展開していきます。

そして、これらの教育施策の執行状況については、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（平成２７年４月１日一部改正・施行）第２６条に定めるところにより、翌年度に点検及び評価

を行い、市民に対する説明責任を果たすとともに、以降の教育行政への適切な反映に努めます。
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１ 策定の趣旨

国において、平成１８年１２月に改正された教育基本法第１７条１項で、政府が国の教育振興

に係る基本的な計画を定めることが規定されました。これを受けて、平成２０年７月には「教育

振興基本計画」が策定されるとともに、人生１００年時代や超スマート社会（Society5.0）の到来
に向け、生涯にわたる一人一人の「可能性」と「チャンス」の最大化を今後の教育政策の中心課

題に据えて取り組む必要性があることを踏まえ、平成３０年６月に第３期教育振興基本計画が策

定されました。

また、同条２項において、「地方公共団体は、前項の計画（国の計画）を参酌し、その地域の

実情に応じ、当該地方公共団体における教育の振興のための施策に関する基本的な計画を定める

よう努めなければならない。」とされています。

「うきは市教育振興基本計画」は、同項の規定に基づき、「うきは市教育大綱」等を踏まえ策

定するものです。

平成３１年度～平成３３年度の３カ年を期間とする「うきは市教育振興基本計画」においては、

国の第３期教育振興基本計画の策定等を踏まえ、振興基本計画の内容、主要施策と主な取組・事

業、数値指標等を見直しています。また、今後、大きく変化する教育の動向を踏まえ、毎年部分

改定しながら推進して参ります。

２ 計画の位置づけ

この計画を「うきは市教育大綱」等に基づき、うきは市の教育における部門別計画として位置

づけるとともに、本市の教育部門の中心的な計画として、今後進めていく教育施策に関する基本

目標や主な施策等を定めるものです。

３ 計画の期間及び構成

(1) 計画期間

この計画は、平成３１年度から平成３３年度の３年間を計画期間とします。

※元号は新しい元号に準じて変更します。

(2) 計画の構成

◆基本理念「めざす市民像」

どのような人間像をめざし、本市の教育を推進していくのかを明らかにしたものです。

◆基本目標

基本理念のもとに定めた、「めざす市民像」を実現するために、達成すべき基本的な目標

を定めたものです。この目標の達成に向け、各施策を推進します。

◆柱（基本方針）

基本目標達成のため、分野別に具体的な施策の方向性を定めたものです。

◆主な施策

柱（基本方針）ごとに、現状と課題を踏まえ、うきは市の教育のめざす姿を明らかにし、

その実現に向けた本市における具体的な施策や取組や事業を示します。

また、柱ごとに、当該施策等の成果の状況を表す一つの目安としての成果の指標を設けま

す。各指標の目標値は、過去の傾向や施策の推進等の効果を鑑み、現実的にめざすべき数値

を設定しています。

第１章 「うきは市教育振興基本計画」の策定にあたって
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１ 子どもたちの現状と課題

(1) 児童・生徒数の推移

平成２１年と平成３１年を比べると、この１０年間で小・中学校の児童生徒数は約１７％（５１２

人）減少しています。

(2) 学力・学習状況

○ 全国学力・学習状況調査結果

小学校： 平成３０年度の結果は、全４区分で平成２９年度よりも上昇し、全区分において、全国平

均を上回ることができました。

中学校： 平成３０年度の結果は、国語 A、国語 Bにおいて平成２９年度の結果を上回ることができ

ました。

第２章 う き は 市 教 育 の 現 状 と 課 題
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(3) 生活習慣・規範意識に関して

○ 全国学習状況調査結果 〔上段：小学校６年生 下段：中学３年生〕単位％

「自尊感情」については、「自分にはよいところがある」の項目が小学校で全国平均を上回り、

「人の役に立つ人間になりたいと思う」の項目で中学校が全国平均と同じ程度となっています。

しかし、それ以外の項目が、小・中学校とも全国平均より低い結果となっています。「学ぶ意欲」

ついては、小・中学校とも「家で学校の宿題をしている」児童生徒の割合が増加傾向にあり、全

国平均を超えています。「家で自分で計画を立てて勉強している」児童生徒の割合は、小・中学

校とも全国平均を下回っています。「規範意識」については、「いじめはどんな理由があっても

いけないと思う」の項目が、小・中が校で前年度を上回っています。「生活習慣」については、

「朝食を食べていますか」の項目が、前年度よりも小・中学校とも「毎日食べている」「どちら

かと言えば食べている」割合が高くなり、中学校では、全国平均を上回っています。「授業」に

ついては、グループでの話し合う活動を通して自分の考えを深めたり広げたりすることや表現活

動に関する項目が小・中学校とも全国平均より低くなっており、授業改善が課題となっています。

地域との連携に関しては、「今住んでいる地域の行事に参加している」児童生徒の割合は、小・

中学生とも全国平均より高くなっています。

(4) 不登校・いじめ問題に関して

○ 生徒指導上の諸問題に関する調査結果

平成２９年度の不登校に関して小学校５人、中学校３５人の数値は、１，０００人あたりに換

算すると小学校３．１人、中学校４７．０人となります。全国の不登校数（１，０００人当たり

小学校５．５人、中学校３３．８人）と比較すると中学校で高くなっています。いじめに関して
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小学校７件、中学校４件は、１，０００人当たりに換算すると小学校４．４件、中学校５．６件

となり、全国のいじめの認知件数（１，０００人当たり小学校４９．０件、中学校２５．０件）

より小・中学校とも低くなっています。小・中学校ともに改善傾向が見られる要因は、各学校で

のいじめ問題対策委員会（毎月１回）や関係機関と連携した生徒指導の取り組み、中学校での教

育相談部会（毎週１回）といった、学校全体や関係機関も巻き込んだ組織的な対応が機能すると

ともに、児童会生徒会合同会議と連携し、子どもたちがいじめの未然防止に係る取組を自主的に

展開してきたことが成果として現れていると考えます。

(5) 体験活動に関して

○ 通学合宿の実施状況

学校や地域において、異学年合同の小学生集団宿泊活動や通学合宿を通じて、児童の自律心

や協調性、社会性をはぐくむ体験活動を推進します。

平成３０年度に通学合宿を実施したのは大石小校区東高見、吉井、千年、山春、福富の５団

体です。

・東高見通学合宿(８回目)…………１～６年生１６名参加 ４泊５日

・吉井小校区通学合宿（８回目）…４～６年生２６名参加 ３泊４日

・千年小校区通学合宿（５回目）…４～６年生２５名参加 ３泊４日

・山春小校区通学合宿（４回目）…４～６年生２０名参加 ３泊４日

・福富小校区通学合宿（２回目）…４～６年生１８名参加 ３泊４日

それぞれの地区において、独自に工夫した内容で実施しており、登山や職業体験、自炊等、

日頃できない体験の内容や高校生をボランティア指導者として参加させるといった体験の仕方

に工夫が見られ、充実した通学合宿が実施されています。

これら５団体の成果を他校区に発信し、通学合宿が他校区に広がり、地域と一体となった子

育てができるよう支援をする必要があります。現状として、実施に当たって若手のボランティ

アスタッフの確保が難しく、若者の人材確保が課題です。

(6) 体力・運動能力

○ 平成３０年度体力・運動能力テスト結果

～平成２９年度と平成３０年度の全国とうきは市児童（小５）・生徒（中２）との比較～

※太字は、うきは市が全国平均を上回る項目
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「体力テスト」の結果によると、小学校においては、男女共に全ての種目において全国平均

を上回っており大変良好な状況です。中学校においては、男子が３種目、女子が４種目で全国

平均を上回っています。体力向上プランにおいて、「１校１取組」を位置づけ、授業や学校行

事で定期的に運動の場を位置づけたことで体力づくりへの意識が進み、このような結果になっ

ていると考えられます。小学校では、全児童を対象に、水泳や持久走、縄跳びなどで年間を通

じた体力づくりを行っている成果だと考えます。また、中学校では、昨年に引き続き、柔軟性

に関する種目で全国平均を下回るなど、運動する生徒としない生徒の二極化が考えられます。

(7) 特別支援教育に関して

○ 特別支援学校・特別支援学級在籍の児童生徒数

特別支援学級の在籍児童生徒は、

増加傾向にあり、特別支援教育に

対する保護者や地域の理解が進ん

できていると考えます。

関係機関と連携した特別支援に

関する指導力の向上、学校全体と

しての取組の充実が課題です。ま

た、個別の指導計画、支援計画を

次の学年に確実に引き継いでいく

ことも重要です。

２ 家庭・地域社会の現状と課題

(1) 家庭・地域の教育力に関して

○ 社会教育の状況（平成３０年度）

☆うきは市民大学子ども未来学部（平成 25年度開講）
うきは市内の青少年を、郷土を愛し心豊かでたくましく生きる力を持った子どもに育て

る。そのために、市内外の自然や歴史、文化に触れ、様々な体験活動に意欲的に取り組んだ

り、規範に基づいて集団行動をとったりしたりすることで思いやりの心や自立心、規範意識

を育み、体力・精神力を鍛える。また、生命の尊さや集団生活の楽しさ、社会性を学ぶこと

で郷土を誇りに思うジュニアリーダーへと成長させることを目的として実施しています。

・体験学習（基本的に３事業セットで参加募集）

① 鷹取登山体験 6/2～3〔参加者：小学４～６年生 60名〕

郷土の歴史・観光等について学習したあと、生涯学習センターに宿泊し、登山体験

を行いました。

② 壱岐島夏休み感動体験

壱岐島で地元の人々とふれあい、うきは市では体験することができない様々な自然体

験活動を行いました。

③ うきは市子ども議会

子どもの視点・発想から、「今日は一日“子ども議員”～私のアイディアを提案し

よう～」をテーマに、うきは市のまちづくりや生活について市長等へ質問提言を行いま

した。
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・うきは市寺子屋（土曜日午前中、年 25回開催）〔参加者：小学１～６年生１２４名〕
補充学習による基礎・基本的学習内容の定着と家庭における学習習慣の定着、及び「漢

字検定・算数検定」チャレンジなど目標に向けて取り組むことによる自主学習の力を伸張

させることを目的として実施しています。

☆うきは市子育てと教育を進める集い 8/18〔参加者：小・中学校保護者、一般 ５３０名〕

子育ての事例報告や講演等を通して、保護者や地域住民が子育てに主体的に参加できるよ

う開催しています。また、各自治協議会での開催を支援しています。

☆家庭教育学級〔市内小学校９校、中学校２校に委託 〕

小・中学生の保護者が、講演、親子体験教室、教育視察などの企画、実践を通して、保

護者の役割を自覚するとともに家庭教育の機能を高めることができるよう取り組んでいま

す。

子どもたちの健全育成には、自発的・能動的な体験が大切です。特に、人との交流体験や

自然の中での体験は、自尊感情、規範意識、体力等を高めていくことにつながります。また、

家庭には、子育てに大切な基本的な生活を習慣化する役割があり、地域には、積極的な学校

支援により、子どもの郷土に対する愛着や誇りをはぐくむことが求められています。

このように、学校と家庭、地域が役割を明確にしつつ、地域全体で子育てを担うという意

識を高め、具体的取組を学ぶ機会は貴重です。

○ 子ども会活動の支援

平成２６年度発足の「自治協議会」の青少年育成部門担当者が各行政区内子ども会担当者と

連携し、子ども会運営の保護者役員の在り方やジュニアリーダー及び指導者の育成をテーマに

福岡県教育庁北筑後教育事務所等の協力のもと「子ども会指導者講習会」を開催しています。

今後は、各地区における子ども会の実態調査に努め、ニーズに沿った支援を行っていく必要

があります。

(2) 生涯学習活動に関して

○ 社会教育施設状況

旧２町合併の関係で、多くの社会

教育施設がありますが、老朽化等に

よりその管理運営業務が増加傾向に

あります。

今後、「うきは市公共施設等総合

管理計画」に基づく取組とともに、

市民の様々な学習や活動のニーズに

応えるためには、社会教育施設の充

実したサービス提供が大切です。

また、施設の利用促進を図る取組

の必要があります。
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○ 主な学級・講座等の開設状況

○ 市立図書館の市内在住者の活用状況

市立図書館の平成２９年度までの１８

歳以下の登録者は 3,331人で登録者全体

の 25.6％となり、１８歳以下の年間の貸

出冊数は 34,024冊で貸出冊数全体の 21.7

％となっています。登録率は、未就学児

が 12.8％、小学生が 94.2％、中学生が

98.7％です。

また、平成２９年度における１８歳以

下の登録者の一人当たりの平均貸出冊数

は 10.2冊、小学生は 14.6冊、中学生は

6.7冊でした。

市立図書館では、児童生徒をはじめ、

市民の多様なニーズに応えるために、図

書資料の充実を図るとともにおはなし会

等を実施し読書の楽しさを味わうことの

できる事業の充実も行っています。また、団体貸出として、保育所等に 4,829冊、小・中学校に

2,179冊、学童に 2,889冊、その他も含めて 18,727冊を配送しました。

図書館３階施設を利用して、児童や保護者対象のものづくり教室、子どもと大人向け映画上映

等を実施しています。平成２６年４月１日から、市民の生涯学習の拠点として、市民のニーズに

応え、施設を有効活用していただくために施設の一部については、有料の貸出を行っています。

(3) 文化・芸術活動と文化財に関して

○ 文化事業の状況

市民が優れた芸術文化に触れら

れるよう、文化事業実行委員会の

企画する会館自主事業、文化協会

活動に関して積極的に支援してい

きます。

（※人）

平成２９年度　うきは市民大学主催講座開設状況
教室名 受講者数 実施回数 教室名 受講者数 実施回数

英会話（初級・中級） 40 42 デスクワーカーの基礎はこれだ！ワード編 9 5

韓国語（初級） 13 33 デスクワーカーの基礎はこれだ！エクセル編 9 5

パソコン教室 51 36 自信の商品を作り上げるのだ講座 11 4

おかあさんのためのリラックス講座　第１期 6 4 ＳＮＳ活用は、ファン作りなのだ講座 10 4

おかあさんのためのリラックス講座　第２期 9 4 自己アピール！カラーコーディネート講座 20 2

おかあさんのためのリラックス講座　第３期 6 4 野草の活用を学ぼう講座 18 1

おかあさんのためのリラックス講座　第４期 8 4 暮らしのための整理収納術　台所スキルアップ講座 16 1

家庭で出来るセルフメンテナンス＆温灸講座 20 4 暮らしのための整理収納術　お洋服・クローゼット集中講座 12 1

暮らしのための整理収納・始末講座　第１期 20 2

暮らしのための整理収納・始末講座　第２期 18 2

親子クッキング講座「お弁当を作ろう！」 22 2 ホームページ制作講座 18 3

みんなでクッキング講座「魚をさばこう！」 16 1 大人の香りリラックス講座 15 2

みんなでクッキング講座「中華をつくろう！」 13 1 写真撮影スキルアップ講座 13 2

みんなでクッキング講座「ビーガンおやつ編」 11 1 ボランティア育成 19 4

親子で挑戦！パティシエ講座 18 1 古文書講座 15 21

あなたの「好き」を見つけよう講座 8 4 うきは市寺子屋 131 25

食品の表示を学ぶのだ講座 15 2 米粉パンづくり 85 2

食品の加工を学ぶのだ講座　第１期 15 2 親子陶芸教室 87 4

食品の加工を学ぶのだ講座　第２期 16 2 体験学習 60 1

がんばって作った商品！
流通のプロ視点で評価をあおぐのだ講座

13 2

子ども未来学部

地方創生学部

男女共同参画学部

一般教養学部

学部名 学部名

男女共同参画学部
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○ 文化協会加盟団体会員数

文化協会加盟団体は、活発に活動して

いるものの、数年来、会員の高齢化対応

と活動の成果発表の充実が課題です。文

化活動の充実を図る一方、ホールの機能

充実に併せ、成果発表の充実への支援を

行い、市民の文化活動に対する関心を喚

起する必要があります。

○ 文化財施設の公開状況

資料館ごとの見学者数には、大きな差が見られます。浮羽歴史民俗資料館と大石堰見学は県

内の小学生の社会科見学の目的地になっていることで、毎年一定の見学者があります。

今後も資料の整理に努め、資料館の充実を図らなければなりません。

(4) スポーツの振興に関して

○ うきは体育協会加盟団体と部員数

現在２２の団体が体協に加盟し活動を行っています。競技によっては、運動の特性上、競技

者の年齢構成に偏りがありますが、全体的に、競技者の高齢化が進んでいるのが課題です｡

今後、さらに競技人口のすそ野を広げ、多くの市民がスポーツに興味・関心をもち、自分の

ペースで生涯にわたって楽しむことができるスポーツ環境の在り方を検討する必要がありま

す。
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３ 教育行政（学校・教育委員会）の現状と課題

(1) 開かれた教育行政の推進に関して

うきは市の次代を担う人づくりのためには、学校・家庭・各種団体・地域社会・行政それぞれ

が教育に果たす役割や責任を自覚し、相互に連携・協力・支援を行いながら、市民みんなで取り

くむことが求められています。

行政も、市民の意見や要望等をしっかりと受け止め、それを施策に反映させるとともに、様々

な情報を広く提供するなど、開かれた教育行政を進めていくことが必要です。

さらに、複雑化する教育問題等に対し、迅速かつ的確に対応するために、県教育委員会との連

携や総合教育会議の有効活用を図るとともに、市教育委員会内の役割分担と責務の明確化、必要

な情報や意識の共有を図り、連携・協力体制を充実することが必要です。

○教育委員会の実施に関して

原則、定例会は毎月１回、臨時会は必要に応じて開催し、教育行政についての重要事項を適

時適切に審議しています。主な内容は次のとおりです。

・うきは市教育振興基本計画の策定 ・教育施策の評価

・条例改正案、教育委員会規則等の制定・改廃 ・審議会委員等の任命

・委嘱・県費負担教職員の服務、人事に関する件

○学校訪問に関して

福岡県教育庁北筑後教育事務所とも連携を図り、全小・中学校を学校訪問し、教育活動、施設

設備、教職員の配置・指導力等が適切であるように、学校側との意見交換や指導助言を実施して

います。

(2) 信頼される学校づくりに関して

学校においても、児童生徒の状況に即応できる学校運営や市民に信頼される学校づくりが求め

られています。ますます、専門・複雑化する教育問題等に適切に対応するために、自治協議会と

の連携を図るとともに、学校の組織運営体制の充実と保護者や地域住民との協働による学校づく

りに向けて、学校の自己評価や学校関係者による評価の実施とその結果のていねいな公表・説明

等が求められています。

(3) 教職員の指導力の向上に関して

多様化する教育ニーズや課題に対応し、保護者や地域から信頼される学校づくりのためには、

児童生徒の教育に直接携わる教職員の資質向上や指導力の向上、適切な人材の確保を図ること

が必要になっています。

教師の力量は、教育内容に関する専門的な知識、教育的識見、指導方法・技術、それに教師の

人格や生き方等が総合されたものです。県教育委員会や市教育委員会が行う研修や校内での研修

等を通して、自ら教育における専門職としての力量を高めることが、保護者の負託に応える教育

活動を行うことにつながっていくと考えます。

特に、うきは市教育センターにおける研修事業を職務内容や経験年数に応じたものに見直し、

平成３０年度は以下のように実施しました。

Ⅰ 調査研究
○ 課題研究 ・特別の教科道徳
○ 自由研究 ・小学校算数科・社会科等各教科の研究

・ICTの活用の促進
・児童の睡眠に関する研究（養護教諭）
・事務職員の校務運営への参画に関する研究（事務職員）



- 11 -

(4) 安全・安心な学校づくりに関して

東日本大震災以降、全国各地で記録的豪雨が発生する等、今までの想定を超える自然災害も発

生しています。特に、平成２４年７月の九州北部豪雨は、熊本・大分・福岡・佐賀県域を中心に、

甚大な河川災害を九州北部にもたらし、本市も多大な被害を受けました。

今後、熊本・大分地震をはじめ、平成２９年７月の朝倉市、東峰村等の豪雨災害のような大規

模災害時にも対応できるように、自分自身の命や身の安全を守る（自助）とともに、隣近所で協

力して救出活動を行ったり、子どもや要配慮者の避難誘導を行ったりするなど、地域コミュニテ

ィでの相互の助け合い（共助）等、防災教育の重要性が高まっています。

また、学校内での怪我や登下校時等に児童生徒が不審者に声をかけられる事案、通学路での事

故等の発生があり、学校内外の安全確保が求められています。

さらに、全国的には食の安全を脅かす事件も発生するなど、安全で安心できる学校給食の提供

も求められています。

(5) 教育環境の整備に関して

時代のニーズに対応した質の高い教育を受けることができる教育環境の整備のため、県教育委

員会や県教育センターをはじめ、地域社会の各種団体や関係機関と連携した教育の推進や学校図

書館の充実、児童生徒の実態に応じたプリント教材や興味・関心を高めるデジタル教材、IT機器

の一層の活用を促進し、ICT教育のさらなる充実を図る必要があります。

Ⅱ 研修
○ 経験年数や習熟度に応じた研修（小学校：外国語活動、中学校：ICTの活用）

・研修Ａ ・研修Ｂ ・研修Ｃ ・研修Ｄ
※平成３１年度は、ＩＣＴ活用の研修（小中学校）

○ 職務に応じた研修
・定例校長会 ・教頭研修会 ・教務主任研修会 ・校内研究担当者研修会

○ 小・中学校授業改善研修（自主研修）
・授業参観、授業公開を通しての授業改善

○ 全教職員研修
新学習指導要領全面実施に向けた研修
・特別活動 ・特別の教科道徳

Ⅲ 主要課題
○ 学力向上の推進 ～学力向上推進強化市町村指定～
・うきは市学力向上検証委員会
○ いじめ・不登校等の問題を抱える子どもへの対応（教育相談事業）
○ 複式教育の推進
○ 特別支援教育の推進
○ 食育の推進
○ 情報教育の推進（ICTを活用した授業づくりの構想）

Ⅳ 研究活動の支援
○ うきは市小・中学校教育研究会指定・委嘱校への支援
○ 学校運営講座等の自主研修への支援
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１ 基本理念「うきは市が目指す教育の姿【市民像】」

本市教育の推進に当たっては、学校教育や生涯学習、人権・同和教育、男女共同参画教育を通し

て、どのような人間像をめざすのかを明らかにすることが求められています。

具体的には、次のような市民像を目指していくことが大切であると考えます。

２ 基本目標

めざす市民像を実現するために、次の３つの基本目標を定めます。

学校教育においては、豊かな人間性をはぐくみ、一人一人の可能性を信じ、個性を伸ばすととも

に、これからの社会を生きていくために必要な資質や能力を高めることが求められています。

そのために、子どもの人権を尊重し、一人一人を大切にするとともに、基礎学力の習得、他人を

思いやる心、広い視野と柔軟な思考力、主体的に考え行動できる能力など、子どもたちのたくまし

く生きる力を培いながら、家庭や地域との連携を図り、よりよい教育環境の創造に努めます。

生きがいをもち、個性豊かに健康な生活を送るため、市民の学習に対するニーズ、スポーツに対

する意欲は大きいものがあります。

「人生 100年時代」を見据え、市民誰もが、生涯を通じて、いつでも、どこでも、気軽に学び、

スポーツに親しむことができる環境づくりを進めるとともに、市民の自主的な活動への支援を行う

など、いきいきとした生涯学習社会の創造に努めます。

○ 社会の発展に寄与しうる英知と豊かな創造性や個性に富む市民の育成

○ 真理と正義を愛し、基本的人権と社会の連帯性を重んじる市民の育成

○ 健康な心と体をはぐくみ、社会環境に自ら主体的に対応できる強い意志と

意欲に満ちた実践力ある市民の育成

○ 郷土に古くから伝わる固有の文化や伝統を守り、ふるさとを愛する市民の育成

○ 諸外国の文化と伝統を尊重し、人類の平和と繁栄に貢献しうる国際性豊かな

市民の育成

志をもって 、自ら学び、ともに心豊かにたくましく生きる子どもを育成します。

市民が生涯にわたり学び続け、いきいきと暮らす生涯学習社会を創造します。

第３章 う き は 市 が 目 指 す こ れ か ら の 教 育
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人の成長過程の中で、家庭や地域における教育の役割は重要です。家族の愛情に包まれて育ち、

地域で多くの人とのかかわりや活動を経験することで、家族や友人、周りの人への愛情や感謝の

気持ち、郷土への理解や愛着がはぐくまれ、健やかで豊かな人間性を身に付けていきます。

そのため、コミュニティづくりを推進する市民活動を支援するなど、人材を育成し、家庭や地

域の教育力の向上に向けた取組を進めます。

３ 柱（基本方針）

基本目標を達成するためには、学校教育、生涯学習、人権・同和教育、男女共同参画教育の充実

を図ることが求められます。

そのための柱（基本方針）は、次のとおりです。

家族や郷土を愛し、ともに心豊かに暮らす地域社会の形成に向けて、家庭や地域の

教育力を高めます。

Ⅰ 夢と志を持ち、可能性に挑戦するために必要となる力の育成

Ⅱ 社会の持続的な発展を牽引するための多様な力の育成

Ⅲ 生涯学び、活躍できる環境の整備

Ⅳ 誰もが社会の担い手となるための学びのセーフティーネットの構築

Ⅴ 教育政策推進のための基盤の整備
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１ 施策の体系

柱 項 目 施 策 担当

Ⅰ 夢と志を持ち、可能

性に挑戦するために

必要となる力の育成

１ 確かな学力の育成

２ 豊かな心の育成

３ 健やかな体の育成

４ 社会的・職業的自律に向

けた能力・態度の育成

５ 家庭・地域の教育力の向

上、学校との連携・協働の

推進

《施策１》新学習指導要領の着実な実施

《施策２》全国学力学習状況調査の実施・分析・活用

《施策３》就学前から中等教育までの連携の推進

《施策４》子どもたちの自己肯定感・自己有用感の育成

《施策５》道徳教育の推進

《施策６》いじめ等への対応の徹底

《施策７》人権・同和教育の推進

《施策８》伝統や文化等に関する教育の推進

《施策９》体験活動や読書活動の充実

《施策１０》青少年の健全育成

《施策１１》男女共同参画の推進

《施策１２》学校保健・学校給食、食育の推進

《施策１３》子どもの基本的な生活習慣の確立に向けた支

援

《施策１４》学校や地域における子どものスポーツの機会

の充実

《施策１５》各学校段階における産業界とも連携したキャ

リア教育・職業教育の推進

《施策１６》家庭の教育力の向上

《施策１７》地域の教育力の向上、学校との連携・協働の

推進

《施策１８》諸教育の推進

学校教育課
学校教育課
学校教育課
学校教育課
学校教育課
学校教育課
学校教育課
人権同和対策室
生涯学習課
学校教育課
学校教育課
学校教育課
男女共同参画推進室
学校教育課
学校教育課

生涯学習課
学校教育課
学校教育課
生涯学習課
学校教育課

生涯学習課
学校教育課
学校教育課

Ⅱ 社会の持続的な発

展を牽引するための

多様な力の育成

1 グローバルに活躍する人

材の育成

《施策１９》英語をはじめとする外国語教育の強化 学校教育課

Ⅲ 生涯学び、活躍でき

る環境の整備

１ 人生100年時代を見据え

た生涯学習の推進

２ 社会の持続的発展のため

の学びの推進

《施策２０》高齢者等の生涯学習の推進

《施策２１》若年期から高齢期までライフステージに応じ

たスポーツ活動の推進

《施策２２》生涯を通じた文化芸術活動の推進

《施策２３》施設の複合化等、持続可能な社会教育施設の

運営

《施策２４》障がい者の文化芸術活動の振興方策の検討

生涯学習課
生涯学習課

生涯学習課
学校教育課
生涯学習課

生涯学習課

Ⅳ 誰もが社会の担い

手となるための学び

のセーフティーネッ

トの構築

１ 多様なニーズに対応した

教育機会の提供

《施策２５》特別支援教育の推進

《施策２６》不登校児童生徒の教育機会の確保

学校教育課
学校教育課

Ⅴ 教育政策推進のた

めの基盤の整備

１ 新しい時代の教育に向け

た持続可能な学校指導体制

の整備等

２ ICT利活用のための基盤

整備

《施策２７》教職員指導体制・指導環境の整備

《施策２８》情報活用能力の育成

《施策２９》各教科等の指導におけるICT活用の促進

《施策３０》校務のICT化による教職員の業務負担軽減及び

教育の質の向上

《施策３１》学校のICT環境整備の促進

学校教育課

学校教育課
学校教育課
学校教育課

学校教育課

第４章 ３ か 年 で 重 点 的 に 取 り 組 む 施 策 に つ い て
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２ 主要施策と主な取組・事業

１ 確かな学力の育成

柱Ⅰ：夢と志を持ち、可能性に挑戦するために必要となる力の育成

＜現状・課題＞

◇ 新しい時代に求められる資質・能力の育成に向けた新学習指導要領の趣旨が各学校現場で理解され、実現される

よう、全教職員研修会等で効果的な指導の実践事例に係る研修や情報提供等を行い、周知・徹底を図っています。

◇ 小学校６年生、中学校３年生を対象に平成３０年４月に実施（文部科学省）された平成３０年度全国学力・学習

状況調査（以下、全国学力・学習状況調査）おいて、小学校では、全４区分（国語A・B、算数A・B）で全国平均

を上回ることができました。中学校では、国語A、国語Bにおいて昨年度の結果を上回っています。

◇ 平成２９年度から３ヶ年「ふくおか学力アップ推進事業」の強化市町村としての指定を受け、非常勤講師の加配

を受けるとともに、浮羽中学校・吉井中学校を強化推進校に指定し、小中連携を図りながら市全体で学力向上策に

取り組んでいます。

◇ 各学校において、その実態を踏まえつつ就学前から高等教育までの各段階間の移行を円滑にするような学校間連

携が推進されるように参考となるカリキュラム編成や指導体制の在り方等に関する情報発信に取り組んでいます。

◇ 幼児期における教育（就学前教育）はその後の成長に大きく影響を与えることから、子どもたちの育ちを一貫し

て見守り、支えていくために、就学前教育と学校教育との連携が重要です。

◇ １校の小規模校には、平成３０年度は２１人が在籍しており、一人一人の児童の実態に応じたきめ細かな教育が

実践されています。しかしながら、新学習指導要領の全面実施に向け、教科の内容や指導方法について複式学級で

の対応が困難となることが予測されます。

＜施策の方向＞

〇 うきは市教育委員会主催の全教職員研修会等で効果的な指導の実践事例に係る情報提供や研修等を行います。

○ 全国学力・学習状況調査及び福岡県学力実態調査、福岡県のチャレンジテスト、市統一学力テスト等の分析によ

り課題を明確にし、各小・中学校の主幹教諭等による市の学力向上検証委員会を活用し、各学校の学力向上策の実

践を支援します。

○ 幼稚園、保育所（園）と小学校、中学校との連携強化により、幼児教育と学校教育の連続性を確保し就学前教育

の機能充実を図るため、望ましい連携の在り方について研究を行い、その成果について情報提供を行います。

○ 確かな学力の定着を図るため、指導体制・指導方法の改善を進め、少人数指導や習熟度別指導の推進を一層図る

とともに、ICTを効果的に活用した分かりやすい授業を推進します。

〇 児童生徒数の減少を踏まえた学校活性化を図るとともに、文部科学省による「公立小学校、中学校の適正規模適

正配置等に関する手引」、うきは市公共施設等総合管理計画等に基づき、保護者や地域の理解促進に努め、統合を

進めます。

【振興基本計画の内容】
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【平成３１年度 主要施策と主な取組・事業】

【主要指標】

主 要 施 策 施策の概要と主な取組・事業

１ 新学習指導要領の着実な実施

《施策１》

主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善に取り組むとともに、個

に応じた指導のための指導方法及び指導体制の工夫・改善や個性や能力を引き

出す教育活動を推進します。

◇小・中学校連携による一貫性のある教育（小中合同授業研修会、学習規律

徹底等）の実施

◇県教育委員会、県教育センター、教育事務所発行の手引き等の活用支援

◇タブレット等を活用したICT教育を推進します。

（千年小学校：県重点課題研究委嘱指定、研究発表会１０月２９日）

（大石小学校：うきは市研究委嘱指定）

◇総合的な学習の時間の推進

（山春小学校：筑後地区小学校生活科・総合的な学習の時間教育研究大会

１１月２１日）

◇デジタル教材及びプリント教材ソフト等の活用推進（繰り返し活用）

◇児童生徒一人一人が自分の伸びを実感する検定等の実施

２ 全国学力学習状況調査等の実施

・分析・活用 《施策２》

小・中学校の学力実態・学習状況を調査するとともに、各学校の学力向上プ

ランに沿った支援をします。

◇ふくおか学力アップ推進事業（平成２９～３１年度）学力向上推進強化市

町村の指定

◇授業改善に向けた、児童生徒による授業評価の実施

◇小学校の指導充実のために「少人数指導特別教員」や「学校支援員」の配置

◇各学校の主幹教諭等を中心とした学力向上検証委員会による推進

３ 就学前から中等教育までの連携

の推進 《施策３》

幼児教育と小学校教育の連続性を確保し、円滑な接続を図るために望ましい

連携の在り方を研究し、その成果を情報提供します。

◇地域の実態を踏まえた幼稚園・保育所・小学校の連携強化

◇幼稚園教育の振興と園児保護者の負担軽減のため、就園奨励費の給付

◇特別支援教育への理解を図るためのリーフレット配布

指 標 現状（平成３０年度） 目標（平成３３年度）

１ 全国学力・学習状況調査において全国平均値との差が

－１ポイント以上の教科区分数

小学校４区分

中学校０区分

小学校４区分

中学校４区分

２ 全国学力学習状況調査児童生徒質問紙における

「自分の考えがうまく伝わるよう資料や文章、話の組

み立てなどを工夫して発表している」児童生徒の割合

小学校：１７．４％

中学校：６．３％

小学校５０％

中学校３０％

３ 全国学力学習状況調査児童生徒質問紙における

「友達との間で話し合う活動を通じて、自分の考えを

深めたり、広げたりすることができている」児童生徒

の割合

小学校：２９．５％

中学校：２１．４％

小学校：５０％

中学校：５０％

４ 小学校と保育所（園）・幼稚園と連携した教育活動を

実施した学校の割合

５０％ ６０％



- 17 -

２ 豊かな心の育成

柱Ⅰ：夢と志を持ち、可能性に挑戦するために必要となる力の育成

＜現状・課題＞

◇ 全国学力・学習状況調査における児童生徒質問紙の「自尊感情」に関連する項目で「将来の夢や目標を持ってい

る」と答えた児童生徒の割合は、小学校で６６．０％（全国平均比：－２．２％）、中学校で４１．３％（全国平

均比：－４．０％）となっています。「自分にはよいところがある」の項目については、小学校では、４１．９％

（全国平均比：＋０．７％）、中学校では、３２．５％（全国平均比：－１．３％）となっています。また、「人

の役に立つ人間になりたい」の項目については、小学校では、７１．４％（全国平均比：－２．８％）、中学校で

は、７０．６％（全国平均比：－０．１％）となっており、児童生徒の自尊感情を高める取組が重要です。

◇ 同調査において、小・中学校ともに「学校のきまりを守っている」「どちらかと言えば守っている」と答えた児

童生徒の割合は、小学校で８０．０％（全国平均比：－９．５％）、中学校で９６．８％（全国平均比：＋１．７

％）であり、小学校で、全国に比べ低い傾向が見られます。社会性や規範意識、善悪を判断する力、思いやり等を

育むためには、小学校で平成３０年度（中学校で平成３１年度）から教科化された「特別の教科道徳」を道徳教育

の要として、学校の教育活動全体を通じて行うことが重要です。

◇ 同調査において、「いじめはどんな理由があってもいけないと思う」と答えた児童生徒の割合は、小学校で８４

．６％（全国平均比：－１．３％）、中学校で７９．０％（全国平均比：－１．７％）となっており、改善傾向に

あるものの、依然、善悪の判断ができていない子ども、善悪の判断ができても実際の行動に結びついていない子ど

も、自分の言動が他者に与える影響を考えず責任ある行動をとろうとしない子どもがいると考えられ、子どもの規

範意識の低下が課題となっています。また、新しいメディア（スマートフォンやタブレット等）の適切な活用方法

についての認識が低いことや、インターネットによる誹謗中傷や有害情報への対応が不十分であることなどに起因

する問題も多くなっています。

◇ 本市が２０１４（平成２６）年に実施した「うきは市人権・同和問題市民意識調査」によると、人権に対する認

識は高まっていますが、依然として、同和問題をはじめ、女性、子ども、高齢者、障がい者などに対する偏見や差

別が、学校、家庭、地域など様々な場面において存在しています。

◇ 子どもの生活において、異年齢の仲間や地域の大人との交流、生活体験・社会体験・自然体験などの減少が指摘

されています。通学合宿等の集団生活体験や社会、自然環境の中での経験を通して、子どもの協働意識や規範意識

目的意識とともに、豊かな人間性や社会性などをはぐくむ必要があります。

◇ 我が国の歴史や伝統、文化を継承・発展させるための教育を推進することが求められています。

◇ 読書活動は、子どもたちが言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、創造力を豊かなものにし、人生をより深く

生きる力を身に付けていく上で欠くことはできないものです。このため、より一層、読書活動を推進する必要があ

ります。

◇ 近年の少年非行の背景には、少年自身の規範意識の低下、コミュニケーション能力の不足、家庭や地域社会の教

育機能の低下等が考えられます。非行問題の解決には、関係機関・団体等との連携を図る必要があります｡

◇ 青少年や保護者のインターネットに関する危険性や適切な利用についての認識が不足しており、犯罪の被害に遭

う危険性が高くなっています。

◇ 本市が２０１４（平成２６）年に実施した「男女共同参画推進に関する市民意識調査」によると、男女平等の意

識は高まっていますが、依然として性別による役割分担意識等が残っています。男女が互いに性別に関係なく個性

と能力を発揮し、家庭・地域・職場などあらゆる場において責任を分かち合い平等・対等な立場で参画できる社会

実現が求められています。

【振興基本計画の内容】
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【平成３１年度 主要施策と主な取組・事業】

＜施策の方向＞

○ 今の子どもが抱える自尊感情の高揚や規範意識の醸成など本質的な課題の克服を目指して、学校が中心となり、

家庭や地域の協力を得ながら、うきは市がめざす子どもの育成に努めます。

〇 新学習指導要領の趣旨を共通理解し、組織的に道徳教育が推進できるように、研究を推進します。

○ 「うきは市いじめ防止基本方針」及び各学校における「学校いじめ防止基本方針」をもとに、いじめ問題を未然

に防ぐために校内指導体制を機能させ、きめ細かな指導や相談及び早期発見・早期対応ができるようにする必要が

あります。また、不登校対応については、不登校未然防止の日常的な取組(福岡アクション３）等を確実に実施す

るとともに、不登校傾向児童生徒への組織的対応、スクールカウンセラー・教育相談員の効果的活用による不登校

の予防・解消に努めます。

〇 児童会生徒会合同会議を開催し、児童生徒自身が、うきは市の小・中学校の課題を理解し、児童会と生徒会が連

携して、主体的、実践的に、課題解決に向けて取り組むことができるようにします。

○ 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（平成２８年４月１日施行）、「本邦外出身者に対する不

当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律（ヘイトスピーチ解消法）」（平成２８年６月３日施行）

「部落差別の解消の推進に関する法律」（平成２８年１２月１６日施行）の趣旨を尊重した施策を推進するととも

に、人権尊重の意識や行動が定着するよう「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」「うきは市部落差別をは

じめあらゆる差別の撤廃と人権擁護に関する条例」「第２次うきは市人権教育・啓発基本計画」及び「実施計画」

に基づき、機会を捉えて人権教育、人権啓発を推進します。

○ 学校や地域において、異学年合同の小学生集団宿泊活動や通学合宿などを通し、子どもたちの自律心や協調性､

社会性、命を大切にする心などをはぐくむ体験活動を推進します。

○ うきは市の歴史や伝統、文化を受け止め、それを継承、発展させるための教育を推進するとともに、文化芸術鑑

賞や体験機会の拡充を図る取組を推進します。

○ 読書に親しむことを通じて豊かな感性や創造力をはぐくむため「うきは市子どもの読書活動推進計画(第２次)」

に基づき、家庭や地域における子どもの読書活動や学校全体での日常的な読書活動を推進します。

○ 児童生徒の非行行為の未然防止や健全育成に繋げるため、魅力ある授業づくりにより児童生徒と教師との信頼関

係を構築するとともに、非行防止学習や学校行事等を通じて自尊感情や規範意識の育成に取り組みます。

○ ＰＴＡ等と連携し、「スマホに係る家庭教育宣言」の全小・中学校での取組の充実を図るとともに、さらなる啓

発活動を推進します。

〇 児童生徒が情報機器に接する機会の拡大による生活時間の変化等の状況を踏まえ、学校における指導や「早寝、

早起き、朝ごはん」の取組を継続的に推進するとともに、情報モラル教育の一環として、学校・家庭・地域の連携

による、児童生徒自身が主体的に情報機器を適切に利用できるようにする取組を推進します。

○ 男女共同参画意識の啓発活動を進め、地域ぐるみ・市民ぐるみで男女が共に支え合い「一人ひとりがいきいきと

輝き 自分らしく暮らせるまち うきは」の社会づくりを目指します。

主 要 施 策 施策の概要と主な取組・事業

１ 子どもたちの自己肯定感・自己

有用感の育成 《施策４》

様々な体験を通じて学びに向かう姿勢や態度を育成することができるように

体験活動の充実を図るとともに、子どもたちが安全・安心に学ぶことができる

居場所づくりを行います。

◇i-チェックの結果分析等を活用した学級経営の推進

◇特別の教科道徳や特別活動等を通した情操教育の推進
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◇困難克服体験活動等の体験活動の実施

２ 道徳教育の推進 《施策５》 道徳教育推進教師を核とした推進体制を整備し、基本的生活習慣の形成や規

範意識の育成など学校の全教育活動を通じて道徳教育を推進します。

◇道徳年間指導計画に基づいた道徳の時間の確実な実施への支援

◇「考え・議論する」道徳の授業の推進

◇「学校いじめ防止基本方針」における「いじめを生まない教育活動」とし

て、命の大切さや他を思いやる心を育む道徳教育の実施

３ いじめ等への対応の徹底

《施策６》

「うきは市いじめ防止基本方針（平成３０年改訂）」に基づき、「うきは市

いじめ問題対策連絡協議会」「うきは市いじめ問題対策推進委員会」を踏まえ

た、いじめ問題への取組の一層の強化を図ります。

◇各学校の「学校いじめ防止基本方針」の作成及び取組の確実な実施のため

の支援

◇「うきは市いじめ防止基本方針」に示す取組の確実な実施と評価・点検

◇学校いじめ防止委員会でのＳＣの活用促進

◇うきは市児童会生徒会合同会議と連携した「いじめ未然防止」の取組を通

した、児童・生徒の主体的活動の促進

４ 人権・同和教育の推進

《施策７》

※具体的な取組・事業等については

第２次うきは市人権教育・啓発基

本計画及び実施計画に明記。

うきは市人権・同和教育研究協議会の活動に参加します。また、第２次うき

は市人権教育・啓発基本計画、実施計画に基づき取り組みます。

◇うきは市人権・同和教育研究協議会会員研修会及びうきは市同研各部会学

習会への参加

◇小学校３年生による社会教育集会所学習の取組

◇市民の人権意識向上のための啓発活動や講演会、研修会等への参加

◇市教育センター人権・同和教育研修担当指導主事による相談体制の構築

５ 伝統や文化等に関する教育の

推進 《施策８》

子どもに豊かな情操を育むために、うきは市の歴史や伝統、文化を受け止め

それを継承・発展させるための教育を推進します。

◇児童生徒が芸術、地域の歴史、伝統や文化に触れる機会の提供

◇市内に残る文化財等を活用した学習の推進

◇企業等と連携し、うきは市の伝統的建造物群等の観光資源を生かす体験型

学習の実施

６ 体験活動や読書活動の充実

《施策９》

①人との交流体験や自然体験など、自発的・能動的な験活動を通して、小学生

の日常的な生活技術や自発性、協調性、自尊感情、規範意識、体力等を高めま

す。特に、通学合宿事業の必要性と重要性を一般市民や関係者等へ広く周知し

市内全域で実施できるよう推進します。

◇通学合宿の実施と支援

・通学合宿推進事業補助金の活用

・通学合宿の事業内容の周知

・コミュニティセンター関係者への研修会等の情報提供

◇困難克服体験活動等の体験活動の実施

②「うきは市子どもの読書活動推進計画（第２次）」に基づき、家庭や地域に

おける子どもの読書活動や学校全体での日常的な読書活動を推進します。

◇ものづくり教室や各種講座、司書体験や読書リーダーの育成

◇出張お話し会や出前講座、学校図書館協議会など、幼・保・小中学校と市
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【主要指標】

立図書館の連携充実

◇「うきどく講演会」の実施、「子ども読書の日」の呼びかけ

７ 青少年の健全育成

《施策１０》

①児童生徒の健全育成のために、学校と家庭が連携した規範意識育成の取組を

実施するとともに、関連教科の学習を基に学校・家庭・地域社会・関係機関が

連携した薬物乱用防止に取り組みます。

◇保護者と学ぶ規範意識育成事業の確実な実施のための支援

◇薬物乱用防止教室の確実な実施への支援

②児童生徒を有害情報から守るため、学習指導要領に基づいた情報モラル教育

を推進するとともに、スマートフォンをはじめとした様々なインターネット機

器の普及への対応も含め、フィルタリングやインターネット利用のルールに関

する普及啓発活動を地域、民間団体との連携により実施します。

◇「保護者と学ぶ規範意識育成事業（講師派遣事業）」等を活用した、情報

モラル教育等の推進

８ 男女共同参画の推進

《施策１１》

※具体的な取組・事業等については

第２次うきは市男女共同参画基本

計画及び実施計画に明記。

「うきは市男女共同参画推進条例」及び「第２次うきは市男女共同参画基本

計画、実施計画」に基づき、人権を尊重し、男女共同参画社会を進める意識づ

くりに取り組みます。

◇男女の人権・男女共同参画に関する広報・啓発・学習の推進

◇教育の場における男女共同参画の推進

指 標 現状（平成３０年度） 目標（平成３３年度）

１ 全国学力学習状況調査児童生徒質問紙における

「自分には良いところがあると思う」児童生徒の割合

小学校：４１．９％

中学校：３２．５％

小学校：５０％

中学校：５０％

２ 全国学力学習状況調査児童生徒質問紙における

「人の役に立つ人間になりたいと思う」児童生徒の割合

小学校：７１．４％

中学校：７０．６％

小学校：８０％

中学校：８０％

３ 全国学力学習状況調査児童生徒質問紙における

「学校の決まりを守っている」「どちらかと言えば守っ

ている」児童生徒の割合

小学校：８０．０％

中学校：９６．８％

小学校：１００％

中学校：１００％

４ 全国学力学習状況調査児童生徒質問紙における

「いじめはどんな理由があってもいけないと思う」児童

生徒の割合

小学校：８４．６％

中学校：７９．０％

小学校：１００％

中学校：１００％

５ 市内小・中学校のいじめ解消率 小・中学校

１００％

小・中学校

１００％

６ 通学合宿の実施数 ５ ６

７ 読書活動推進のためにボランティア養成を目的とし

た講座などの実施数

６回

・ボランティア講座３回

・読み聞かせ入門講座１回

・絵本で伸ばす子どもの力

１回

・わらべ歌講座１回

６回
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３ 健やかな体の育成

柱Ⅰ：夢と志を持ち、可能性に挑戦するために必要となる力の育成

＜現状・課題＞

◇ 生涯にわたってたくましく生きるために必要な健康や体力を育成するために、学校の教育活動全体を通じた体系

的な保健教育の充実を図ることが必要です。

◇ 全国学力・学習状況調査における児童生徒質問紙の調査結果によると「朝食を毎日食べている」「どちらかと言

えば食べている」児童生徒の割合は小学校では、９２．５％（全国平均比：－２．０％）、中学校では、９１．９

％（全国平均比：＋０．５％）となっています。学校は児童・生徒に対して全教科・領域で食育を推進するととも

に、保護者に対しても食生活の課題や重要性を学ぶ場を提供するなど食育に対する啓発活動が必要です。

◇ 同調査における「毎日同じ時間に寝ている」児童の割合は、小学校では３４．３％（全国平均比：－７．０％）

中学校では２９．０％（全国平均－６．７％）となっており、養護教諭等を中心に睡眠に関する指導を家庭と連携

しながら実施する必要があります。

◇ 本市の体力の現状は、平成３０年度文部科学省が小学校５年生、中学校２年生を対象に実施した、平成３０年度

全国体力・運動能力、運動習慣等調査（以下、全国体力・運動能力、運動習慣等調査）によると、小学校では８種

目全てで全国平均を上回っており、体力の向上が見られます。中学校では、男子で３種目、女子で４種目が全国平

均を上回っており、運動する生徒としない生徒の二極化の傾向は見られるものの、体力向上プランにおいて「１校

１取組」を位置づけ、保健体育の授業を中心に学校行事等で定期的に運動の機会を位置づけたことで体力づくりへ

の意識が高まっています。

＜施策の方向＞

〇 生涯にわたって健康な生活を送るために必要な力を育てるため、薬物乱用防止教育等について体育・保健体育な

どの教科学習を中核として学校の教育活動全体を通じた体系的な保健教育を充実するとともに、メンタルヘルスや

アレルギー疾患（食物アレルギーを含む）等、多様化・深刻化する子どもの健康課題に対応するため、学校保健委

員会の活性化や学校保健関係団体の資源や情報の活用を通じて、学校・家庭・地域の専門機関等の連携による保健

管理等を推進します。

○ 望ましい食習慣を身につけ、健全な食生活を実践できる児童生徒を育てるために、発達段階に応じた食に関する

指導ができるようにするとともに、保護者への啓発、弁当の日の推進、地産地消による安全な給食に努め、食育を

推進します。

〇 子どもたちが食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身につけることができるように、学校における指導や「

早寝早起き朝ごはん」の取組を継続的に推進します。

〇 学校・家庭・地域の連携による、子ども自身が主体的に情報機器を適切に利用できるようにする取組を促進しま

す

○ 児童生徒が運動やスポーツに親しむとともに、自ら体力の向上を図るために、体力テスト結果を活用し、児童・

生徒の課題を見いだし、課題に応じた体力向上プランを作成するとともに「１校１取組」を中心とした取組のさら

なる充実を図ります。

【振興基本計画の内容】
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【平成３１年度 主要施策と主な取組・事業】

【主要指標】

主 要 施 策 施策の概要と主な取組・事業

１ 学校保健・学校給食、食育の推

進 《施策１２》

生涯にわたって健康な生活を送るために必要な力を育成します。

◇学校保健委員会の活性化及び学校・家庭・地域の専門機関等の連携による

保健管理の推進

②児童生徒に対して、健全な食生活を実践するために食に関する知識や食を選

択する力の習得を通じ、食育の推進を図ります。

◇食に関する年間指導計画に基づいた確実な実践と評価についての指導

◇うきは市学校給食会指定・委嘱校（浮羽中学校）への支援

◇食育への理解を深める保護者等の試食会、研修会の実施

◇健康で安全な給食確立のための地産地消の取組

◇各学校で「自分で作る弁当の日」の推進

２ 子どもの基本的な生活習慣の確

立に向けた支援 《施策１３》

子どもたちの生活リズムの向上を図るために子どもの基本的な生活習慣の

確立や生活リズムの向上につながる活動を展開します。

◇ＰＴＡ活動と連携した「早寝・早起き・朝ごはん」の取組支援

◇養護教諭等を中心とした睡眠に関する指導の展開

３ 学校や地域における子どものス

ポーツの機会の充実 《施策１４》

体力の課題や発達段階に応じ、身体能力を高める授業づくりや体力向上に係

る運動の習慣化を促します。

◇新体力テスト結果の分析と課題に応じた体力向上プラン作成への支援

◇体力向上プランの「１校１取組」（検定等）の確実な実施支援

指 標 現状（平成３０年度） 目標（平成３３年度）

１ 全国学力学習状況調査児童生徒質問紙における

「朝食を毎日食べている､どちらかと言えば食べている」

児童生徒の割合

小学校：９２．５％

中学校：９１．９％

小学校：９５％

中学校：９５％

２ 全国学力学習状況調査児童生徒質問紙における

「毎日同じくらいの時間に寝ている」児童生徒の割合

小学校：３４．４％

中学校：２９．０％

小学校：５０％

中学校：５０％

３ 新体力テストにおいて全国平均値を上回った項目の割

合

小学校：１００％

中学校：６２.５％

小学校：１００％

中学校： ８０％
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４ 社会的・職業的自律に向けた能力・態度の育成

【平成３１年度 主要施策と主な取組・事業】

【主要指標】

柱Ⅰ：夢と志を持ち、可能性に挑戦するために必要となる力の育成

＜現状・課題＞

◇ 児童生徒が発達段階に応じて望ましい勤労観・職業観をもち、目的意識をもって主体的に進路を選択できるため

に、学ぶことや働くことの意義を理解するキャリア教育が重要になっています。

＜施策の方向＞

○ 児童生徒の望ましい勤労観や職業観を形成するとともに地域を担う人材育成を目指し、地元企業等と連携した職

場体験等の充実を図るキャリア教育の推進計画を作成・実施します。

主 要 施 策 施策の概要と主な取組・事業

１ 各学校段階における産業界とも

連携したキャリア教育・職業教育

の推進 《施策１５》

発達段階に応じた望ましい勤労観・職業観形成のために、地元企業等と連携

した職場体験等、全小・中学校においてキャリア教育推進計画を作成し、実践

します。

◇全小・中学校でキャリア教育推進計画作成への支援

指 標 現状（平成３０年度） 目標（平成３３年度）

１ 全国学力学習状況調査児童生徒質問紙における

「将来の夢や目標を持っている」児童生徒の割合

小学校：６６．０％

中学校：４１．３％

小学校：７０％

中学校：７０％

【振興基本計画の内容】
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５ 家庭・地域の教育力の向上、学校との連携・共同の推進

柱Ⅰ：夢と志を持ち、可能性に挑戦するために必要となる力の育成

＜現状・課題＞

◇ 全国学力学習状況調査における児童生徒質問紙の「学ぶ意欲」に関する項目「家で学校の宿題をしている」児童

生徒の割合は、小学校では、９１．３％（全国平均比：＋３．４％）、中学校では、８２．１％（全国平均比：＋

１３．６％）と、小中学校ともに全国平均を上回るとともに、「平日の家での学習時間を全くしない」児童生徒の

割合は、小学校では、１．２％（全国平均比：－１．３％）、中学校では、０．４％（全国平均比：－４．５％）

と、小中学校ともに全国平均を大きく下回っています。また、「平日の家での学習時間が１時間以上」の児童生徒

の割合は、小学校では、６３．０％（全国平均比：－３．２％）、中学校では、６１．５％（全国平均比：－９．

１％）となっています。

◇ 「うきは市寺子屋」は、土曜日の午前中に年間２５回開催しました。１年生から６年生まで１２４名の児童が参

加し、児童からは「勉強するのが面白くなってきた」等の感想、保護者からは「勉強のリズムや問題解決力が、身

についてきている」等の声を得ることができました。こういった取組を基に、さらに、家庭学習の習慣化に努める

必要があります。

◇ 学校が保護者や地域住民の信頼にこたえ、家庭や地域が連携協力して教育活動を展開するためには、学校を開か

れたものとし、学校の経営責任を明らかにすることが必要です。市内では全小・中学校で学校関係者評価を実施し

ていますが、評価結果や改善策を学校改善に生かすことが求められています。

◇ 各学校において、地域人材を活用し、専門的知識の習得や様々な体験活動の場の提供等を行い、教育活動の充実

を進めてきています。今後、学校・家庭・地域の連携を強化し、効果的な教育活動を図る必要があります。

◇ 児童生徒の登下校中の事故発生の実態から、日常の児童生徒の安全確保の取組の必要性が増しています。また､

東日本大震災と九州北部豪雨を教訓に、児童生徒が自らの判断で行動できることをねらいとした、実効性のある組

織的・計画的な防災教育の重要性が高まっています。

＜施策の方向＞

〇 子どもたちが自分で計画を立て家庭学習を進めるために、学校で授業と家庭学習の内容をリンクさせるなど、家

庭学習の量的・質的な管理を図る必要があります。

〇 「うきは市寺子屋」における学習内容の工夫充実及び学習意欲の維持向上に努めるとともに高校生や大学生等の

支援を継続します。

○ 学校が保護者や地域住民の意向を学校運営に適切に反映するために、各学校における学校評価システムを充実さ

せるとともに、学校評議員制度等を活用した学校運営を推進するととともに、当分の間、学校の統廃合や新学習指

導要領の円滑な実施等を優先しながら、「うきは市らしいコミュニティ・スクール」の在り方について、丁寧に検

討します。

○ 学校の教育活動において、大学生や地域住民等がそれぞれの専門的知識や経験を活かしてボランティアとして協

力するなど、家庭や地域の連携による学校を応援する取組を推進します。

○ 通学合宿の必要性や重要性を自治協議会等と共有し、継続して開催できるような体制を整える必要があります。

○ 市Ｐ連と連携した親子で取り組む家庭内での生活習慣づくりや子どもを持つ親を対象とした「スマホに係る家庭

教育宣言」など、家庭教育の啓発・相談の推進により、基本的生活習慣の確立を図ります。

○ 学校、家庭、地域及び関係機関の連携により、登下校の見守り等の日常的・継続的な安全対策を充実します。

○ 東日本大震災や北部九州豪雨、熊本・大分地震等の教訓を踏まえ、自らの判断で行動できる児童生徒の育成を目

指し、学校や地域の実態に応じた危機管理マニュアルを基に、火災、地震、風水害等に対する状況に応じた訓練を

はじめとする防災教育を推進します。

【振興基本計画の内容】
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【平成３１年度 主要施策と主な取組・事業】

【主要指標】

主 要 施 策 施策の概要と主な取組・事業

１ 家庭の教育力の向上

《施策１６》

うきは市青少年育成市民会議が行う「子育てと教育を進める集い」の支援及

び「うきは市子育て９か条」の市民啓発活動に努めます。

◇「うきは市子育て９か条」を基に、学校・家庭・地域の役割と責任を説明

する研修会等の場の設定

◇「うきは市子育てと教育を進める集い」と「各校区の集い」の実施

◇「青少年弁論大会」の開催

◇社会教育委員の会議の答申に基づいた子ども会活動への支援

◇家庭教育学級への支援

◇幼・保・小・中学校教職員、保護者、地域住民が参加する学習会、研修会

等の開催

家庭学習を計画的に進めることができるように学校と家庭の連携を推進し

ます。

◇小学生「うきは市寺子屋」事業の充実

◇家庭学習強化週間等の設定

２ 地域の教育力の向上、学校との

連携・協働の推進 《施策１７》

保護者や住民の意向を把握し、学校運営に反映させるシステムを充実させ､

家庭や地域との連携・協力による学校づくりを推進します。

◇自己評価及び保護者など学校関係者等による評価システムの充実

◇学校評議員制度を活用した学校運営の充実・発展

◇「うきは市らしいコミュニティ・スクール」の在り方に関する検討

◇学校の教育活動を支援するための、地域の方々や優れた知識・技能を有す

る社会人の積極的な活用

◇児童生徒の地域行事やボランティア活動への積極的参加の支援

◇登下校の歩行及び自転車の乗り方等の交通安全教室の実施の推進

◇警察署や関係機関と連携した事件・事故への円滑な対応の推進

３ 諸教育の推進

《施策１８》
各学校や地域の実態を踏まえ、児童生徒一人一人に応じたきめ細かな教育を

推進し、学校活性化を図ります。

◇複式教育研究会指定研修会の実施と内容充実への支援

◇小規模特認校制度の継続実施

◇火災、風水害、地震に対応した避難訓練等防災教育の推進

指 標 現状（平成３０年度） 目標（平成３３年度）

１ 全国学力学習状況調査児童生徒質問紙における「家で

計画を立てて勉強している」児童生徒の割合

小学校：２４．５％

中学校： ７．５％

小学校：５０％

中学校：５０％

２ 全国学力学習状況調査児童生徒質問紙における「地域

行事に参加している」児童生徒の割合

小学校：４５．２％

中学校：２３．０％

小学校：５０％

中学校：５０％
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１ グローバルに活躍する人材の育成

【平成３１年度 主要施策と主な取組・事業】

【主要指標】

柱Ⅱ：社会の持続的な発展を牽引するための多様な力の育成

＜現状・課題＞

◇ グローバル化の一層の進展が予想される中、社会的な課題や地球規模の課題を自ら発見し、解決できる能力を有

したグローバルに活躍する人材の育成が求められています。

◇ 生徒の英語力については、平成３０年度英語教育実施状況調査によると中学校卒業時における、英語検定３級以

上の力を有する生徒は２７．５％となっており、文部科学省や福岡県が示す目標値５０％を下回っています。

＜施策の方向＞

〇 外国語教育の小学校中学年での導入や高学年での教科化をはじめ小・中学校を通じた外国語教育のさらなる改善

・充実を図る新学習指導要領の着実な実施を促進するために教材・指導資料の配布、外国語（英語）コアカリキュ

ラムの作成・活用とともに、専科教員や外国語指導助手（ALT）の増員等の学校指導体制の充実が求められていま

す。

〇 小学校における外国語教育の時数増加（平成３２年度から３・４年生：３５時間、５・６年生：７０時間）に伴

い、小学校へ派遣する外国人ALTを１名確保し、日本人ALTと連携を図りながら、英語教育の充実を図ります。

〇 中学校においては、英語の４技能（「聞くこと」「話すこと」「読むこと」「話すこと（発表、やり取り）」を

バランスよく育成するためのCan-Doリストを活用した指導及び評価を実施します。

主 要 施 策 施策の概要と主な取組・事業

１ 外国語（英語）教育の強化

《施策１９》

英語学習に興味を持ち、主体的に学習に取り組む生徒を育成するために、授

業における４技能の見取りを確実に行うとともに、実際に英語を使う場面を想

定した授業を展開します。

◇Can-Doリストを活用した「話すこと」に関するパフォーマンステスト（プ

レゼンテーション、スピーチ、インタビュー等）の確実な実施

◇スピーチコンテストへの積極的な参加

◇英語検定IBAテストの実施

指 標 現状（平成３０年度） 目標（平成３３年度）

１ 英語検定における３級レベル以上の力を有する生徒の

割合

中学校：２７．５％ 中学校：５０％

【振興基本計画の内容】
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１ 人生１００年時代を見据えた生涯学習の推進

柱Ⅲ：生涯学び、活躍できる環境の整備

＜現状・課題＞

◇ 人生１００年時代を見据え、全ての人が、生涯を通じて自らの人生を設計し活躍することができるよう、必要な

知識・技能の習得、知的・人的ネットワークの構築の保持・増進に資する生涯学習を推進し、「学び」と「活動」

の循環を形成する必要があります。

◇ 社会教育活動の充実を図るために、ＰＴＡ、子ども会などの社会教育関係団体の活性化を支援するとともに、市

民や市民団体、NPOなどが主体的に市政やまちづくりに関わる「協働」の仕組みが必要とされています。

◇ 市民の様々な学習ニーズに応える社会教育施設の充実したサービスの提供などが行われるよう、社会教育関係職

員の一層の資質向上が求められています。

◇ 市民自らが行う自主的な講座・教室が開催されているとは言えません。

◇ 本市では、体育協会・スポーツ推進委員会を中心に、市民運動会や市民体育大会並びに各種スポーツ大会や教室

を開催して、積極的に健康づくりを推進しています。

◇ 本市の文化芸術の発展や振興に貢献してきたうきは市文化会館・市民ホールは、施設の老朽化などのため、十分

な役割が果たせない状況にあります。

◇ 本市は、国指定史跡である珍敷塚古墳に代表される古墳群、重要文化財である平川家住宅、筑後吉井・新川田篭

重要伝統的建造物群保存地区など、多くの文化財を継承しています。その数は国指定・選定の文化財が８件、同登

録有形文化財が２件（１６棟）（建造物）、県指定文化財８件、市指定文化財２３件、合計４１件に上ります。加

えて現在新川田篭地区の文化的景観の国選定に向けた調査・計画を進めています。

◇ 多種多様でかつ多数ある文化財については、保存や管理の面で問題が顕在化しています。古墳群については優先

順位をつけても老朽化が進む保存施設を整備し、伝統的建造群については履歴に基づいた現状変更の質を確保し今

後も文化財の保護に取り組みます。

＜施策の方向＞

○ 男女平等意識の啓発活動を進め、地域ぐるみ・市民ぐるみで男女が共に支え合い「一人ひとりがいきいきと輝き

自分らしく暮らせるまち うきは」の社会づくりを目指します。

○ 高度化・多様化する市民の学習ニーズに適切に応えるため「うきは市民大学」を開講し、よりよい学習環境を提

供するとともに、学習の成果が地域社会において還元できるよう「うきは市人材情報センター」を運営します｡

○ 市民が生涯にわたって日常的にスポーツを通して「健康づくり」に取り組むために、うきはアリーナをスポーツ

・健康づくりの拠点とし、誰もが気軽にスポーツを親しめる場の提供や質の高い指導者を育成し、生涯スポーツの

推進に努めます。

○ 社会教育活動の振興を図るため、ＰＴＡ、子ども会、女性部等の関係機関、団体との連携・協力体制の整備を図

ります。市民参加型の市民企画ホール事業を推進します。

○ 図書館や歴史民俗資料館、スポーツアイランドなどの社会教育施設の機能充実と利用促進を図るとともに、社会

教育関係職員の資質向上に努めます。

〇 男女共同参画社会の形成の促進や人権、環境保全、地域防災等について各分野の基本計画等に基づき、学習機会

の充実を促進します。

〇 多様な技術・経験を有するシニア層の取組など地域における優れた取組の普及・啓発を促進し、誰もが生涯を通

じて学び、地域に参画し、豊かな知識・技術・経験を生かせる環境を整備します。

【振興基本計画の内容】



- 28 -

【平成３１年度 主要施策と主な取組・事業】

○ 児童生徒や市民が文化芸術に触れ親しむことができるよう、文化芸術を鑑賞・創作する機会の充実を図るととも

に文化芸術活動に参加し、その成果を発表できる場の充実を図ります。

○ 「うきは市公共施設等総合管理計画」をふまえ、両ホールの活用方法について検討します。

○ 史跡や文化遺産等の保護整備と町づくりへの活用推進を進め、文化財関係施設については、展示内容の整理・充

実とともに、将来的な統廃合も見据え機能の充実に努めます。

○ 重要伝統的建造物群保存地区及び町並み保存地区の保存整備事業の推進と、重要文化的景観保存地区の選定の推

進に努めます。

主 要 施 策 施策の概要と主な取組・事業

１ 高齢者等の生涯学習の推進

《施策２０》

「うきは市民大学」を開講し、市民の学習ニーズに応え、また、ボランティ

ア・まちづくりに関連する人材の育成に努め、市民の主体的な学習活動の成果

が地域社会において還元されるような仕組みづくりを行います。

◇うきは市民大学の開講による学習環境の提供

◇うきは市人材情報センターの運営

２ 若年期から高齢期までのライフ

ステージに応じたスポーツ活動の

推進 《施策２１》

誰もが気軽にスポーツレクリエーション活動に参加できるように、うきはア

リーナをスポーツ・健康づくりの拠点とし、利用者のニーズに応じたスポーツ

・健康教室の開催及び指導者を育成し、住民の健康づくり・体力づくりに努め

ます。

◇うきはアリーナをスポーツ・健康づくりの拠点として確立

◇市民運動会や市民体育大会、市民ロードレース等の体力づくり事業の推進

とスポーツの機会の提供

◇スポーツの望ましい指導の在り方や安全教育を学ぶ講演会の実施

３ 生涯を通じた文化芸術活動の推進

《施策２２》

①伝統文化の継承・保存と市民の文化活動を推進するとともに市民への芸術文

化の提供に努めます。

◇文化事業実行委員会が中心となり企画する芸術鑑賞機会の充実

◇文化協会所属団体等市民サークル活動への積極的な支援

◇文化活動活性化のため、文化に関するボランティアの育成と

うきは市生涯学習人材バンク登録者の充実

◇うきは市文化会館・市民ホールの機能充実を目指した管理運営

方法の実施（専門業者への舞台設備操作業務の委託）

◇芸術普及活動（アウトリーチ活動）の充実

②市内に残る文化財の保存に努め広く市民及び観光資産、学校教育の学習の場

として活用するため、第二次うきは市総合計画、うきは市ルネッサンス戦略、

うきは市文化財保存活用基本計画等をもとに、史跡等の全体的な整備に努める

とともに、既設の文化財関係施設の機能充実に努めます。

◇文化財保存活用基本計画をもとに具体的な整備を検討

◇文化財施設の機能及び運営の充実

③伝統的建造物群保存地区及び町並み保存地区の保存整備事業の推進、文化的
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【主要指標】

景観保存地区の選定の推進に努めます。

◇伝建地区内の伝統的建造物の保存・整備及び歴史的町並み景観の整備

◇新川田篭地区の重要文化的景観地区の選定に向けた地域住民の理解を図

るための啓発活動

指 標 現状（平成３０年度） 目標（平成３３年度）

１ うきはアリーナの利用促進 利用者数

１５７，０３０人

（※平成２９年度の実績）

利用者数

１６０，０００人

２ 屋形古墳群整備基本計画を基にした整備状況 屋形古墳群（周辺施設）の

整備実施設計の策定

屋形古墳群周辺施設整備

事業の実施

伝建地区及び町並み保存地区において歴史的景観にあ

った修理・修景数

吉井地区で５件

新川田篭地区で５件

吉井地区５件

新川田篭地区１件

新川田篭地区の重要文化的景観地区選定に向けた取組

状況

重要文化的景観地区の選

定準備

重要文化的景観地区の選

定
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２ 人々の暮らしの向上と社会の持続的な発展のための学びの推進

【平成３１年度 主要施策と主な取組・事業】

柱Ⅲ：生涯学び、活躍できる環境の整備

＜現状・課題＞

◇ 市民の様々な学習ニーズに応える社会教育施設の充実したサービスの提供などが行われるよう、社会教育関係職

員の一層の資質向上が求められています。

◇ 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（平成２８年４月１日施行）等を踏まえ、障がい者が、学

校卒業後も含めた一生を通じて、自らの可能性を追求しつつ、地域の一員として豊かな人生を送ることができるよ

うに、生涯を通じた教育やスポーツ、文化等の様々な学習機会の整備に関する施策を横断的かつ総合的に推進する

ことが求められています。

＜施策の方向＞

○ 社会教育活動の振興を図るため、ＰＴＡ、子ども会、女性部等の関係機関、団体との連携・協力体制の整備を図

ります。市民参加型の市民企画ホール事業を推進します。

○ 専門業者によるホールの運営管理及び施設の有効活用を推進します。

○ 図書館や歴史民俗資料館、スポーツアイランドなどの社会教育施設の機能充実と利用促進を図るとともに、社会

教育関係職員の資質向上に努めます。

〇 障がい者の優れた文化芸術活動の公演・展示や障がい者が芸術作品を鑑賞しやすい環境づくりを推進します。

〇 バリアフリー字幕や音声ガイド制作支援を行うことにより、映像芸術の普及・振興を図るとともに、図書館等の

環境整備を促進します。

主 要 施 策 施策の概要と主な取組・事業

１ 施設の複合化等、持続可能な社

会教育施設の運営 《施策２３》

図書館などの社会教育施設において、市民のニーズを踏まえた運営やサービ

スの充実に努めるとともに関係職員の積極的な研修会参加に努めます。また、

市民の多様な学習活動に対応した支援や事業、市内の各自治組織の運営に伴う

支援を推進し、施設の利用促進を図ります。

◇図書館や歴史民俗資料館、スポーツアイランド等、社会教育施設の市民の

ニーズに応じた運営及びサービスの実施

◇図書館や歴史民俗資料館、スポーツアイランド等社会教育施設の利用促進

◇県や市が開催する社会教育関係職員の研修会等への積極的参加

◇ホール運営の専門業者への外部委託と効果的な運営管理

◇各種コンベンション・文化事業等の誘致活動

２ 障がい者の文化芸術活動の振興

方策の検討 《施策２４》

障がい者の優れた文化芸術活動の公演・展示や障がい者が芸術作品を鑑賞し

やすい環境づくりを推進するとともに、映像芸術の普及・振興を図ることがで

きる仕組み作りに努めます。

◇市が開催する市民文化祭への参加を促す広報活動の強化

◇映画鑑賞会（文化事業）においての字幕や音声ガイダンスの積極的利用

【振興基本計画の内容】



- 31 -

【主要指標】

指 標 現状（平成３０年度） 目標（平成３３年度）

１ ホール利用者数 利用者数（見込み）

３０，０００人 ３５，０００人

２ うきは市民大学の開講によるうきは市生涯学習人材

バンク登録数

６グループ

＋ 個人５名

７グループ

＋ 個人１０名

３ 市立図書館の利用状況 貸出総数

１･３階利用者総数

１５６，８６７冊

１２３，２３３人

（平成２９年度）

１８０，０００冊

１５０，０００人
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１ 多様なニーズに対応した教育機会の提供

【平成３１年度 主要施策と主な取組・事業】

【主要指標】

柱Ⅳ：誰もが社会の担い手となるための学びのセーフティーネットの構築

＜現状・課題＞

◇ 本市の特別支援学級の在籍者数は７９人（平成２９年度）で、障がいが重複化、多様化しています。幼・保・小

・中学校は連携して切れ目のない一人一人のニーズに応じた一貫性ある支援の充実を図る必要性があります。

◇ 本市における小・中学校の不登校児童生徒数は、やや増加傾向にあり、引き続き取り組むべき課題です。

＜施策の方向＞

○ 特別支援学級に在籍する児童生徒に関する個別の教育計画の充実を図り、幼・保・小・中学校が連携して、より

教育的ニーズに応じた支援を図ります。

〇 不登校対応については、不登校未然防止の日常的な取組(福岡アクション３）等を確実に実施するとともに、不

登校傾向児童生徒への組織的対応、スクールカウンセラー・相談員の効果的活用による不登校の予防・解消に努め

ます。

〇 教育相談員の設置及び活用

主 要 施 策 施策の概要と主な取組・事業

１ 特別支援教育の推進

《施策２５》

校長を中心とした指導体制を確立するとともに、幼・保・小・中学校が連携

し、一人一人の教育的ニーズに応じた特別支援教育の改善・充実を図ります。

◇特別支援学級における指導充実のための必要に応じた「特別支援学級支援

員」の配置

◇個別の指導計画の作成・実施状況の把握と指導

◇ユニバーサルデザインの視点を取り入れた授業改善への支援

◇発達障害児等巡回相談事業の積極的な活用を支援

◇就学児健康診断時に簡易の知能検査実施

◇就学前児童保護者への啓発リーフレットの配布

◇うきは通級指導教室への支援と啓発

２ 不登校児童生徒の教育機会の確保

《施策２６》

不登校の児童生徒への組織的対応と、不登校を未然に防ぐ取組の充実

◇不登校傾向の児童生徒への組織対応、ＳＣの効果的活用による不登校の予

防・解消

◇日常的な教育相談の実施と適応指導教室や関係機関との連携

◇完全不登校を対象としたタブレット等を活用した家庭学習機会の提供

指 標 現状（平成２９年度） 目標（平成３３年度）

１ 発達障害児等巡回相談事業の活用校の割合 ５校 全小・中学校

２
児童生徒1,000人当たりの不登校児童生徒数 小学校3.1人 （実数5人）

中学校43.2人（実数33人）
不登校解消数

小学校0人
中学校9人
※実数は平成２９年度報告より

小・中学校全国平均以下

小学校 5.5人
中学校33.8人
※平成２９年度確定値（文

部科学省）より

【振興基本計画の内容】
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１ 新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導体制の整備等

【平成３１年度 主要施策と主な取組・事業】

柱Ⅴ：教育改革推進のための基盤整備

＜現状・課題＞

◇ 「教職員の働き方改革取組指針（県教育委員会）」をもとに、教職員の負担軽減という観点も含め、県では基

本研修・管理職研修の見直しが進められています。

◇ 質の高い教育の提供に向けた専科指導や少人数指導によるきめ細やかな指導の充実が求められています。

◇ 教員研修については、学校教育における課題の複雑化や多様化など教員を取り巻く環境の変化に対応しながら､

より一層の充実・強化を図る必要があります。

◇ 学校の指導・事務体制の効果的な強化・充実、専門スタッフとの連携・分担体制の構築等を通して、教師が本来

行うべき教育に集中できる持続可能な学校体制を整備する必要があります。

◇ 市内の学校の建物の半数は、昭和５０年代に建てられている状況であり、老朽化が懸念されています。

＜施策の方向＞

○ 教員としての使命感や社会性、専門的な知識・技能を高めるため、経験年数や職務内容に応じた研修や専門的な

指導力を高める研修の充実を図ります。また、ベテラン教員の指導技術の継承を図るＯＪＴの一層の充実や校内研

修の内容や方法の見直しを図るなど、学校全体の教育力の向上に努めます。

〇 確かな学力の定着を図るため、指導体制・指導方法の改善を進め、少人数指導や習熟度別指導を推進します。

〇 「うきは市立小中学校における働き方改革及び部活動に関する指針」に基づき、業務分担・適正化を着実に実行

するための方策に取り組みます。

○ 「うきは市公共施設等総合管理計画」に基づき、適切な管理等を行います。

主 要 施 策 施策の概要と主な取組・事業

１ 教職員指導体制・指導環境の整

備 《施策２７》

①校長のリーダーシップと教員としての使命感や社会性、専門的な知識・技能

を高めるための研修の充実など教員の資質向上を図ります。

◇教職経験や職務内容に応じた実践的指導力や経営力の向上のための研修

の実施

◇県教委、県教育センター主催研修会への参加促進と教育論文の応募促進

②学校の業務分担・適正化を図り、勤務時間に関する意識改革と時間外勤務の

抑制に必要な支援を行い超過勤務の縮減に努めます。

◇タイムレコーダーによる勤務時間の把握

◇「うきは市立小中学校における働き方改革及び部活動に関する指針」の適

切な実施に係る支援

◇うきは市総括健康管理委員会等と連携した学校衛生委員会の確実な実施

③快適な学校生活が送れるよう、学校施設の整備と充実を図ります。

◇校舎等の学校施設の老朽化対策、グラウンド等校舎外施設の改修

◇学校施設（校舎、体育館等）の計画的な老朽化対策の実施

【振興基本計画の内容】
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【主要指標】

指 標 現状（平成３０年度） 目標（平成３３年度）

１ 市教育センター実施の研修会の評価ポイント ４段階評価３．９ポイント ４段階評価４．０ポイント

２ 毎月の超過勤務時間 超過勤務時間の正確な

把握と縮減

（平成３０年８月～）

超過勤務時間の

（平成３０年８月～）

同月比１０％減
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２ ICT 利活用のための基盤整備

柱Ⅴ：教育改革推進のための基盤整備

＜現状・課題＞

◇ 新学習指導要領において、情報活用能力が学習の基盤となる資質・能力として位置付けられ、必要な情報を収集

・判断・表現・処理・創造し、受け手の状況などを踏まえて発信・伝達できる能力や情報の科学的理解、情報社会

に参画する態度の育成が望まれています。

◇ 主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善に向けた各教科等におけるICT活用の促進が必要です。

◇ 校務のICT化による教職員の業務負担軽減及び教育の質の向上が期待されています。

◇ 各学校にパソコン室の設置及びＬＡＮ配線等は完備できています。今後、「平成３０年度以降の学校におけるI

CT環境の整備方針」に基づき、ICT環境を整備することが求められています。

＜施策の方向＞

〇 情報活用能力の育成に係るカリキュラム・マネジメントの事例や情報モラルの育成を推進するための指導資料、

プログラミング教育の推進に向けた指導事例等を作成し、市内の小中学校で共有します。また、放課後におけるプ

ログラミング等のICTに関する継続的・発展的な学習の機会を提供します。

〇 教師のICTを活用した指導力の向上を図るため指導資料を作成・配布するとともに、ICTを活用した授業改善に向

けた研修を実施します。

〇 校務支援ソフトを活用し学びを可視化することを通じ、教師による学習指導や生徒指導等の質の向上、学級・学

校運営の改善に努めます。

○ 「２０１８年度以降の学校におけるＩＣＴ環境の整備方針」のポイント（２０１７年文部科学省）をもとに、情

報端末機器(タブレット)・デジタル教科書・教材の活用等ができる環境づくりを行います。

○ デジタル教材等を効果的に活用した分かりやすい授業を推進します。

【振興基本計画の内容】
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【平成３１年度 主要施策と主な取組・事業】

【主要指標】

主 要 施 策 施策の概要と主な取組・事業

１ 情報活用能力の育成

《施策２８》

年間カリキュラム（情報モラルを含む）や指導資料を作成し配布します。

◇ＩＣＴ教育の研究指定校による推進

◇全教職員向けのICT活用研修の実施

２ 各教科等の指導におけるICT活

用の促進 《施策２９》

児童生徒の学力向上を図るための、デジタル教科書・教材の活用等の研修を

推進します。

◇授業支援ソフトを活用した授業の研修

◇教室の大型テレビ、書画カメラを活用した授業の研修

３ 校務のICTによる教職員の業務

負担軽減及び教育の質の向上

《施策３０》

「２０１８年度以降の学校におけるＩＣＴ環境の整備方針」のポイント（２

０１７年文部科学省）をもとに、学校の校務の効率化のためのＩＣＴ環境整備

を推進します。

◇教師用パソコンの入替とともに、教師用タブレットの追加導入

◇普通教室及び特別教室への大型テレビの導入

◇校務支援ソフト・デジタル教科書・教材の導入

４ 学校のICT環境整備の促進

《施策３１》

「２０１８年度以降の学校におけるＩＣＴ環境の整備方針」のポイント（２

０１７年文部科学省）をもとに中学校のパソコン教室の活用、及び小・中学校

へのタブレットの整備を推進します｡

◇中学校パソコン室の活用推進

◇全ての小・中学校へのタブレットの追加導入

指 標 現状（平成３０年度） 目標（平成３３年度）

１ 全国学力学習状況調査学校質問紙における

「前年度に、児童生徒がコンピュータ等のＩＣＴを活用

する学習活動１クラスあたり、週に１回以上行った」

学校数

小学校：６校／９校

中学校：１校／２校

全小・中学校

２ 学校のＩＣＴ環境整備の推進

※児童生徒用タブレット：３クラスに１クラス分

※授業を担当する教師用タブレット：１人１台

※大型テレビ：普通教室及び特別教室への配置

児童生徒用タブレット ６０％

教師用タブレット ７１％

大型テレビ ８０％

児童生徒用タブレット １００％

教師用タブレット １００％

大型テレビ １００％

３ デジタル教材の学級での活用率

プリント教材の学級での活用率

９２％

９２％

全学級実施 １００％

全学級実施 １００％

４ 学校情報化優良校の認定 ２校 全ての小・中学校
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１ 評価と進行管理

この計画を着実に推進していくためには、各施策・事業等の進行管理を行い、その結果を検証

・評価し、その後の各施策・事業等の推進に役立てていく必要があります。

そのため、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（平成２７年４月１日一部改正・施行）

第２６条の規定により、教育委員会が毎年行う事務の管理及び執行の状況についての点検及び評

価、また、この計画で示した成果指標、その他所管部署における調査統計などを通して、多角的

な視点から評価と進行管理を実施していきます。

これらの評価と進行管理を通じて、うきは市の教育の基本理念（目指す市民像）や基本目標を

最も効率的、効果的に実現していくよう取組を進めます。

なお、今後、社会経済情勢、教育を取り巻く環境の変化等に伴い、必要に応じて、適宜、計画

の見直しを行っていくものとします。

【参考】

◇地方教育行政の組織及び運営に関する法律（平成２７年４月１日一部改正・施行）

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等）

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任

された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員等に委任さ

れた事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果

に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の

知見の活用を図るものとする。

第５章 計 画 の 推 進 に あ た っ て
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■用語解説

【あ行】

○ ICT

Information and Communication Technologyの略。情報や通信に関連する科学技術の総称。

○ うきは市子育て９か条

うきは市の将来を担う子どもたちが心身ともに健やかに成長するために、学校・家庭・地域

がそれぞれの役割と責任を自覚し、連携・協力して教育力の向上を目指した取組を協議し、平

成２１年度に策定した。

○ うきは市生涯学習人材バンク

様々な技術や知識をもち、市民への指導が可能な個人や団体をリストにまとめ「何かを学び

たい。誰かに教わりたい。」と思っている市民やグループへの活用につなげていくため「学び

たい人と教えたい人を結ぶ“かけはし”」としての制度。

○ うきは市人権教育・啓発基本計画（第２次）

新たな人権問題への対応や、これまでの人権教育・啓発の成果と課題を踏まえるとともに、

うきは市総合計画（第２次）との整合性を保ちつつ、市民・事業者・行政の連携協力のもと、

「人権のまちづくり」を実現するため平成２８～３７年度を計画期間として策定されたもの。

○ うきは市総合計画（第２次）

行政課題に対して、本市の特性や地域資源を生かしながら、地域のさまざまな主体による住

民自治と協働のまちづくりをさらに推進し、本計画において目指すべき新しい将来像を描くと

ともに、その実現を図るための基本的な方策を明らかにするため平成２８年度～３７年度を計

画期間として策定されたもの。

○ うきは市男女共同参画基本計画（第２次）

うきは市男女共同参画推進条例に掲げる６つの理念を基に、これまでの計画で取り組んでき

た施策を精査し、より実効性のある計画とするため基本理念を「一人ひとりがいきいきと輝き

自分らしく暮らせるまちうきは」と定め、男女共同参画社会づくりを推進するため平成２８～

３７年度を計画期間として策定されたもの。

○ うきは市ルネッサンス戦略

うきは市の活性化に向けて、喫緊に対応が必要と考えられる施策・事業について提示し、本

戦略に盛り込まれた施策・事業を実行することにより、地域経済の活性化や地域の環境整備を

進め、誰もが住みよいふるさと「うきは」を形成し、さらには、持続可能な地域形成に必要と

される人口の維持を図ることを目的に､平成２７～３１年度を計画期間として策定されたもの。
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【か行】

○ 学校評議員制度

校長が、学校経営や教育活動に対して必要に応じて学校の改善につながる具体的な意見をも

らうため、校区内外から学校評議員を選任・意見聴取を行うことにより、地域に信頼される開

かれた学校づくりを推進するための制度。

○ 教育大綱

地方公共団体の教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策について、その目標や施策

の根拠となる方針を定めたもの。

○ 子育てと教育を進める集い

行政はもとより、学校・家庭・地域の教育力の向上のため、うきは市青少年育成市民会議が

主催し、毎年夏休み期間中の８月に開催。事例発表、講演会等を行っている。

○ コミュニティ・スクール

「学校運営協議会」を設置している学校。学校と保護者や地域の皆さんがともに知恵を出

し合い、学校運営に意見を反映させることで、一緒に協働しながら子どもたちの豊かな成長

を支え「地域とともにある学校づくり」を進める法律（地教行法第４７条の５）に基づいた

仕組。

【さ行】

○ うきは市の小規模特認校制度

小学校の通学区域の弾力的運用の一つとして、姫治地区の児童数の少ない小学校への通学を

認める制度。

○ 新学習指導要領

学習指導要領とは、全国どの地域で教育を受けても、一定の水準の教育を受けられるよう

にするため、文部科学省が学校教育法等に基づき定めた、各学校で教育課程（カリキュラム）

を編成する際の基準であり、ほぼ 10 年毎に改訂されている。新学習指導要領は、小学校では

2020 年度から、中学校では 2021 年度から全面実施される。

○ スクールカウンセラー（ＳＣ）

児童生徒の不登校や校内での問題行動などの対応に当たって、心理検査や心理療法で、本人

の抱えている心の問題を改善・解決していく、高度な専門的知識を有した心理の専門家。

○ 全国学力・学習状況調査

全国的な児童生徒の学力や学習状況を把握・分析し、教育施策の成果と課題を検証し、その

改善を図る目的で実施された調査。学校においては、児童生徒への教育指導の充実や学習状況

の改善などに役立てるものである。

対象は、小学校第６学年と中学校第３学年で、調査事項は、国語、算数・数学、理科である。

国語と算数・数学は「主に知識に関する問題（Ａ問題）」と「主に活用に関する問題（Ｂ問題）」
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を出題している。その他、学習意欲や学習方法、学習環境、生活の諸側面等に関する質問紙調

査を実施している。

○ 全国体力・運動能力、運動習慣等調査

小学校・中学校で実施している「握力」「上体起こし」「長座体前屈」「反復横跳び」「２

０ｍシャトルラン（中学校は持久走との選択）」「５０ｍ走」「立ち幅跳び」「ソフトボール

投げ」の８種目のテストにより、筋力、柔軟性、走力等の運動能力を調べるもの。自分の体力

を客観的に評価するための指標の一つとして活用している。

【た行】

○ 通学合宿

子どもたちが地域のコミュニティ施設等に３泊から５泊程度宿泊し、親元を離れ、団体生活

の中で日常生活の基本を自分自身で行いながら学校に通うもの。この通学合宿では、子どもた

ちの社会性、自主性、協調性を伸ばし、「生きる力」を育むことが期待されている。

○ タブレット（タブレット型端末）

タッチパネル機能を持つ液晶ディスプレーを主なインターフェースとして、指やペンなどで

操作できるパソコンや携帯端末のこと。持ち運んでモバイル環境で使われることが多い。

○ 特別支援学校

障がい者等が「幼稚園、小学校、中学校、高等学校に準じた教育を受けること」と「学習上

または生活上の困難を克服し自立が図られること」を目的とした学校。

○ 特別支援学級

小学校、中学校、高等学校および中等教育学校、義務教育学校（平成 28年度より設置）に教
育上特別な支援を必要とする児童および生徒のために設置される学級。

○ 図書館ボランティア

お話会を行う読み聞かせボランティア、お話会で使う道具を作成するボランティア、図書館

玄関の鉢植えの世話や図書館の環境を整えるボランティア、図書館の環境（植え込みやアサガ

オ等）を整えるボランィア、図書館での行事に協力いただくボランティアの総称。

【は行】

○ 複式教育

複式学級で行われる教育で、学級は学年ごとにクラスを編制するのでなく、複数学年で１ク

ラスにする学級編制のこと。うきは市では小塩小学校で実施されている。

○ 福岡県学力実態調査

平成３０年度は、対象学年が小学５年及び中学１・２年、教科は国語・算数（数学）で、実

施される。
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○ 福岡アクション３

不登校の問題への対応のために、不登校対策の３つの視点（未然防止、早期発見・早期対応、

継続支援）に基づき、「すぐできる」「かならずできる」「みんなでできる」取組等を、学校

において重点的に取り組むべきこととして整理し示したもので、平成 25 年４月から実施してい

る。

○ 文化財保存活用基本計画

多種多様な文化財を抱えるうきは市の現状を分析し、保存と活用のバランスのとれた文化財

保護を推進するための基本計画。


